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1

証言のスライド

嶋津 暉之

2009年9月10日

2

東京都内における

地下水大口使用65工場の

地下水揚水量の推移

（水使用合理化の

指導の成果）
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（甲Ａ第２号証52頁より）
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3

水使用合理化技術
の調査報告書

（１９７８年１０月）

4

〔相模大堰（宮ケ瀬ダムの取水堰）の差止め裁判〕

神奈川四水道の一日最大給水量の実績と予測
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その後の実績
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（甲Ａ第２号証52頁より）
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5

相模大堰差止め裁判（住民訴訟）

横浜地裁の判決（2001年2月28日）

「昭和62年ごろからの水需要の実績値については、増加

傾向が減少し、横ばいともいえる傾向が見て取れるば

かりか、前年度より減少した年度も見られる。このように

実績値と予測値とが一見して相当に乖離してきたので

あるから、一部事務組合としての企業団としては、法令

に従い予測値の過程を再検討すべき事が要請されたと

いうべきである。 」

（甲Ａ第２号証6頁より）

6

思川開発事業の新規利水の配分表 単位:(㎥／秒)

2.9843.202合計

0.3130.313北千葉広域水道企業団

1.1631.163埼玉県（非かんがい期）

0.1000.100五霞町

0.236古河市（旧総和町）
0.586

0.350古河市

0.2190.219小山市

0.200－鹿沼市

0.4030.821栃木県

新計画前計画

新規利水の配分
利水者

（甲Ａ第２号証54頁より）
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7

栃木県内の

思川開発事業の

参画水量の内訳

（２００１年６月公表）

1.040 合 計

0.219 小 山 市単独参加

0.821 小 計

0.321 栃 木 県

0.500 小 計

0.017 岩 舟 町

0.024 藤 岡 町

0.033 大 平 町

0.004 野 木 町

0.023 国分寺町

0.035 石 橋 町

0.033 壬 生 町

0.006 西 方 町

0.223 鹿 沼 市

0.102 栃 木 市

県水道用水

参画水量 （㎥／秒）

（甲Ａ第２号証54頁より）

8
（甲C第67号証）
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9

栃木県の「０．４０３㎥／秒の水道用水供給事業」
の建設費の推定

鹿沼市の場合

棚上げがされている思川開発事業関係の

水道拡張計画

０．２㎥／秒の水道施設の建設費

８９．８億円の予定

それから比例計算すると、

栃木県の「０．４０３㎥／秒の水道用水供給事業」

の建設費 約１８０億円

（甲Ａ第２号証9頁より）

10

思川開発関係地域
上水道の

一日最大給水量
（小山市、鹿沼市を除く）
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（甲Ａ第２号証55頁より）



6

11

一日最大給水量の構成要素

一日最大給水量

＝給水人口×一人一日使用水量

÷有収率÷負荷率

〔注１〕使用水量＝有収水量（料金徴収水量）

（家庭、商店、ビル、工場等の使用水量）

〔注２〕有収率＝有収水量／一日平均給水量

（〔100％-有収率〕の大半は漏水の割合を示す。）

〔注３〕負荷率＝一日平均給水量／一日最大給水量

（負荷率は日給水量の変動の大きさに関する指標で

数字が大きいほど、変動が小さいことを示す。）

（甲Ａ第２号証11頁より）

12

思川開発関係地域
上水道の

給水区域内人口と
給水人口

（小山市、鹿沼市を除く）
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（甲Ａ第２号証56頁より）
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13

思川開発関係地域

上水道の

一人一日使用水量
（小山市、鹿沼市を除く）

（使用水量＝有収水量）
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（甲Ａ第２号証56頁より）

14

栃木県の

水洗便所普及率

の推移
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（甲Ａ第２号証57頁より）
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15

一人一日使用水量の
減少要因

節水機器の普及

16

思川開発関係地域
上水道の
有収率

（小山市、鹿沼市を除く）
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％ 厚生省の水道ビジョン（2004年）
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有収率＝ --------------
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（甲Ａ第２号証57頁より）
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17

思川開発関係地域
上水道の
負荷率

（小山市、鹿沼市を除く）

一日平均給水量
負荷率＝ ------------------------

一日最大給水量 70

80

90

100

1990 1995 2000 2005
年度

％

（甲Ａ第２号証57頁より）

18

負荷率上昇の要因（大阪府の分析）

z 洗濯乾燥機の普及（従来は梅雨の晴れ間

に一度に洗濯）

z 屋内通年プールの増加、屋外プールの減

少

z 空調機器の普及（夏期のシャワー回数の

減少等） など

（負荷率＝一日平均給水量／一日最大給水量）

（甲Ａ第２号証14頁より）
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19

思川開発関係地域上水道の
一日最大給水量の今後の見通し

給水人口：人口の減少で、今後の増加はわずか

一人一日使用水量：節水機器の普及により減少

有収率：漏水防止対策への 取り組みで上昇

負荷率：給水量の季節変化の縮小で上昇

一日最大給水量は減少傾向になっていく。

（甲Ａ第２号証14～15頁より）

20

佐藤信鹿沼市長の答弁（2008年７月22日の鹿沼市議会）

「選挙のときに地下水でいいのだというお話をさせていただ

きました。」

「当然表流水を使うということになりますと、取水堰、浄水場

等々の工事費用を含めると莫大な投資をすることになりま

す。」

「水道料金にも当然大きくはね返ってまいりますから、でき

得る限り地下水でしのいでいくほうがベター、ベストであるこ

とには間違いなかろうかと思います。」

「地下水でもって賄えるよう精いっぱい努力をしていきたい。」

（甲Ａ第２号証10頁より）
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21

鹿沼市
上水道の

一日最大給水量
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（甲Ａ第２号証58頁より）

22

鹿沼市

思川開発事業関係の

水道拡張計画

０．２㎥／秒の水道施設

（建設費 ８９．８億円）

棚上げ

（甲Ａ第２号証10頁より）
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23

小山市
上水道の

一日最大給水量
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（甲Ａ第２号証59頁より）

24

被告が思川開発事業に参加する理由（抜粋）

「本県の上水道の地下水依存率は59.9%であり、全国平均の33.5

％よりも高い状況にある。

特に、県南地域の地下水依存度は83.2％。

このように水源の大部分を地下水に依存している県南地域に

おいては、近年地下水汚染や異常気象時の地下水位の低下

などが懸念されてきていることに加え、鈍化してはいるものの

依然として地盤沈下が進行しており、表流水への転換を進める

ことによって、リスクの分散による危機管理体制の強化を図っ

ていくことを目指した水資源政策を展開するべきであり、思川

開発事業により表流水を確保することは重要である。」

（被告第７準備書面 5頁）
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25

上水道の水源の地下水依存率
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（出典：日本水道協会「平成19年度水道統計」）

26

地下水は
最も良質な
水道水源
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27

栃木県の地盤沈下面積(２cm以上)の推移
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（甲Ａ第２号証60頁より）

28

栃木県(保全地域）の地下水採取量の用途別割合の推移
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（甲Ａ第２号証60頁より）

（国土交通省の関東平野北部地盤沈下対策要綱の保全地域）
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29

栃木県の利水面から見て思川開発事業は必要か

z 栃木県への配分水量０．４０３㎥／秒は県が巨額の水源開発

負担金を支払って、使う当てもなく、ただ抱えておくだけの無意

味な水源になるものである。

z 鹿沼市の予定水源０．２００㎥／秒を市内に供給する水道施設

の計画はあるが、市長答弁により、計画は棚上げにされている。

z 今後、水需要は減少していくことは必至であるので、栃木県も

鹿沼市も思川開発事業の水源が使うことはない。

z 被告は思川開発事業に参加する理由を主に地盤沈下対策とし

ているが、栃木県内の地盤沈下は１２年前から沈静化しており、

思川開発事業の水源によって水道用地下水を削減する必要性

はなくなっているし、そのための計画自体が存在していない。

（甲Ａ第２号証19頁より）

30

給水計画が存在しない
栃木県の思川開発事業の水利権

栃木県・県南水道用水供給事業計画の立ち消え

①必要性の喪失（地盤沈下の沈静化）

②巨額の施設建設費

栃木県が思川開発事業で確保する ０．４０３㎥／秒は、
その給水計画が存在しない。
水需要の減少で今後とも計画が策定されることもない。

単に、栃木県が将来のためという理由で巨額の負担金
を支払い続けて保有しておく水源にすぎない。

（甲Ａ第２号証19頁より）
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31

南摩ダムの建設予定地
（南摩川）

南摩ダムの特異な点

ダムの集水面積は

わずか１２．４㎢

南摩川は流域面積が
非常に小さく、小川のよ
うな川である。

32

水が貯まらない南摩ダム

思川開発事業計画はも
ともと大谷川から大量の水
を導水することによって成
り立っていた。

１９９４年の計画の基本
的な計画変更で、黒川と
大芦川からの導水だけと
なり、ダムの水収支が成り
立たなくなった。

ダムの運用を行えば、貯
水池が空に近い状態が続
出することは必至となった。

思川開発事業計画
の変更により、大谷
川からの取水と行川
ダムの中止

（甲Ａ第２号証20頁より）
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33

南摩ダムの運用計算（国土交通省） 1955～1970年度
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（甲Ａ第２号証62頁より）

34

南摩ダムの運用計算（国土交通省） 1971～1984年度

0

1 ,0 0 0
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（甲Ａ第２号証62頁より）
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35

南摩ダムの運用計算（原告） 1984年1月～1996年3月
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（甲Ａ第２号証64頁より）

36

南摩ダムの流域面積

流域面積

南摩ダム予定地 １２．４ ㎢

思川・乙女地点 ７６０ ㎢

利根川・栗橋地点 ８，５８８ ㎢

南摩ダム予定地の比率

思川・乙女地点に

対して １．６％

利根川・栗橋地点に

対して ０．１４％

（甲Ａ第２号証25頁より）
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37

国土交通省による南摩ダムの治水効果の計算結果

● 南摩ダムの効果量（洪水ピーク流量の削減量）

思川の乙女地点 約６５㎥／秒

利根川の栗橋地点 約５０㎥／秒

● 思川と利根川の計画高水流量

思川の乙女地点 ３，７００㎥／秒

利根川の栗橋地点 １７，５００㎥／秒

● 計画高水流量に対する南摩ダム効果量の割合

思川の乙女地点に対して １．８％

利根川の栗橋地点に対して ０．３％

（甲Ａ第２号証25～26頁より）

38

南摩ダム予定地の観測流量から求めた

南摩ダムの治水効果（思川・乙女地点）

思川・乙女地点 （単位 ㎥／秒）

Ａ 実績ピーク Ｂ 南摩ダム調節 A－B  AｰB
流量 後のピーク流量 A

１９９８年９月洪水 １，８４７ １，８２６ ２１ １．１４％

２００１年９月洪水 １，７４６ １，７２８ １８ １．０３％

２００２年7月洪水 ３，１３１ ３，０８８ ４３ １．３７％

平均 １．１８％

（甲Ａ第２号証27頁より）
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39

思川の治水計画（乙女地点）

基本高水流量 ４，０００㎥/秒
100年に1回の最大想定流量

（上流ダム等による洪水調節がない場合）

計画高水流量 ３，７００㎥/秒
（洪水調節後の最大想定流量、将来の流下能力）

上流ダム群の調節量 300㎥／秒

（甲Ａ第２号証27頁より）

40

思川上流ダム群

z思川の治水計画による上流ダム群の治水容量

合計２，７４０万㎥の治水容量

z実際に計画されているのは、南摩ダムの５００万㎥

z残りの２，２４０万㎥についてのダム計画が存在しない。

z過去には行川（なめかわ）ダムと東大芦川ダムの計画
があったが、現在は中止

（甲Ａ第２号証29～30頁より）
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41

思川・乙女地点の実績最大流量の経年変化
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年
（甲Ａ第２号証71頁より）

42

１００年に１回などの最大洪水流量の求め方

雨量確率法

過去の流域の実績雨量データから統計的手法で１/１００確率
雨量を求める。

次に、それを過去の洪水データに当てはめて雨量を引き伸ば
した上で、貯留関数法の流出計算モデルにより１/１００洪水流
量を計算する。

雨量確率法は流出計算モデルの係数の設定が妥当か否か
など、計算者の判断要素が入るので、客観的なものではない。

流量確率法

過去の洪水の実績流量データから統計的手法で１／１００洪
水流量を直接計算する。

計算者の判断要素が入らないので、科学的な方法である。

（甲Ａ第２号証29頁より）
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43

流量確率法による
思川・乙女地点の1／100洪水流量の計算結果

3,046 平均

2,910 対数正規分布３母数（SladeⅡ）⑩

3,038 対数正規分布３母数クォンタイル法⑨

2,922 対数正規分布石原・高瀬法⑧

3,578 対数正規分布岩井法⑦

3,012 対数ピアソンⅢ型分布(対数空間法）⑥

2,691 対数ピアソンⅢ型分布(実数空間法）⑤

3,119 一般化極値分布④

3,301 平方根指数型最大値分布③

2,717 ガンベル分布②

3,170 指数分布①

100年に1回の最大洪水流量
ｍ3／秒

統計手法

〔注〕適合度（SLSC）と推定誤差（ Jackknife法）から最も妥当な値を選ぶと、①の３，１７０㎥／秒となる。

（甲Ａ第２号証72頁より）

44

思川の治水計画の検討結果

z思川・乙女地点の１／１００洪水流量（上流ダム群なし）

計画高水流量 ３，７００㎥／秒を大幅に下回る。

z計画高水流量３，７００㎥／秒

河川改修によって達成できる河道の流下能力

zよって、思川においては治水面では南摩ダムをはじめ、

上流ダム群は全く不要。

（甲Ａ第２号証28頁より）
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渡良瀬遊水地と利根川

渡良瀬遊水地の洪水調節容量 １７，１８０万㎥

（甲Ａ第２号証72頁より）

46

渡良瀬遊水地の洪水調節で
南摩ダムの効果の利根川への影響はゼロ

z 思川・乙女地点の妥当な基本高水流量

３，７００㎥／秒を大幅に下回る

z 渡良瀬遊水地では思川の３，７００㎥／秒の全量を調節

利根川への影響をゼロへ

z 南摩ダムの効果 国の計算では乙女地点で６５㎥／秒

z 南摩ダムがなくて乙女地点の流量が６５㎥／秒増えても乙女地点
の流量は３，７００㎥／秒以下だから、

思川の洪水流量の全量が渡良瀬遊水地で調節され、

利根川への影響はゼロ

（甲Ａ第２号証30頁より）
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思川・乙女地点の水位の時間変化 2002年７月11日

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00

計画高水位 22.36

観測水位

氾濫警戒水位 19.12

氾濫危険水位 22.32

水位　Ｙ.Ｐ.ｍ

22.34

（洪水ピーク流量　3,130㎥／秒）

（甲Ａ第２号証73頁より）

48

思川 乙女より１．６ｋｍ下流地点の河道断面図

（甲Ａ第２号証74頁より）

２ｍ
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49

南摩ダムに治水効果はあるのか

z南摩川は小川のような川であるから、そこに南摩ダ

ムをつくっても思川や利根川の治水に寄与するは

ずがない。

z南摩ダムの治水効果は微々たるもので、思川・乙

女地点での洪水ピーク流量の削減率は1％程度に

過ぎない。

z利根川に対しては思川の合流点に巨大な渡良瀬遊

水地による洪水調節作用が働くので、南摩ダムの

治水効果はゼロである。

（甲Ａ第２号証32頁より）

50

四ダムと鬼怒川、利根川の位置関係

男鹿川

石井 水海道

鬼怒川

湯西川

鬼怒川

利
根
川

川治ダム

川俣ダム

五十里ダム

湯西川ダム

ダムの流域面積

湯西川ダム １０２km2

五十里ダム ２７１km2（湯西川ダムを含む）

川俣ダム １７９km２

川治ダム ３２３ km2(川俣ダムを含む）

鬼怒川の治水基準点の流域面積

石井地点 １，２３０ km2

水海道地点 １，７４０ km2（甲Ａ第２号証75頁より）
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51

男鹿川

石井 水海道

6,200 5,000
(8,800)

鬼怒川

湯西川

鬼怒川

利
根
川

川治ダム

川俣ダム

五十里ダム

湯西川ダム

計画高水流量　ｍ3／秒

基本高水流量　ｍ3／秒

湯西川

利根川水系工事実施基本計画（1973年度）
湯西川ダム計画前

基本高水流量：ダムによる洪水調節がない場合
の100年に1回の洪水ピーク流量

計画高水流量：洪水調節後の100年に1回の洪
水ピーク流量 （河道の計画流下能力）

（甲Ａ第２号証75頁より）

52

男鹿川

石井 水海道

6,200 5,000
(8,800)

鬼怒川

湯西川

鬼怒川

利
根
川

川治ダム

川俣ダム

五十里ダム

湯西川ダム

計画高水流量　ｍ3／秒

基本高水流量　ｍ3／秒

利根川水系工事実施基本計画（1992年度）
湯西川ダム計画後

湯西川ダムが加わったが、計画高水流量は従前の値のまま。

（甲Ａ第２号証75頁より）
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53

湯西川ダムの治水効果に関する
国土交通省の反論

「利根川の治水対策上、鬼怒川において新規ダムが

必要とされており、また、新規水需要に対処するため

に水資源開発が必要とされていたことから、・・・・・・

既設の五十里ダム、川俣ダム及び川治ダムのほか

に湯西川ダムを建設することが明記された。」（乙第

71－1号 3頁）

しかし、鬼怒川下流の治水基準点「水海道」の

計画高水流量は５，０００㎥／秒のままである。

54

男鹿川

石井 水海道

6,200 5,000
(8,800)

鬼怒川

湯西川

鬼怒川

利
根
川

川治ダム

川俣ダム

五十里ダム

湯西川ダム

計画高水流量　ｍ3／秒

基本高水流量　ｍ3／秒

5,400

利根川水系河川整備基本方針（2005年度）

湯西川ダムの効果があるようにするため、
石井地点の計画高水流量を変更。
しかし、水海道地点はそのまま。（甲Ａ第２号証76頁より）
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55

工事実施基本計画と河川整備基本方針で
鬼怒川・石井地点の計画河川断面は変化なし

しかし、計画高水流量（計画流下能力）は

6,200ｍ3／秒から5,400ｍ3／秒へ減少

590

102.03

（甲Ａ第２号証77頁より）

56

河川整備基本方針の矛盾

石井地点→水海道地点の河道内貯留効果による
流量の減少が１／３へ

☆ 工事実施基本計画
6,200㎥／秒 → 5,000㎥／秒

1,200㎥／秒の減少

☆ 河川整備基本方針
5,400㎥／秒 → 5,000㎥／秒

400㎥／秒の減少

３ダムの効果で完結していた鬼怒川治水計画に湯西川
ダムの効果を無理矢理入れたことによる矛盾

（甲Ａ第２号証36頁より）
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鬼怒川・石井地点の基本高水流量（１００年に１回の
洪水ピーク流量）8,800㎥／秒は妥当か？

☆1973年度の工事実施基本計画で8,800㎥／秒を

定めたときの計算根拠資料は残存せず。

☆2005年度の河川整備基本方針で 8,800㎥／秒を

踏襲したときに検証されている。

☆しかし、石井地点は流量観測値が少ないため、推

定流量を使って検証。

その推定流量は水海道地点の観測流量から見

て、過大な値が少なくない。

（甲Ａ第２号証37頁より）

58

鬼怒川における
水海道と石井の
年最大流量の

関係

0

1,000

2 ,000

3 ,000

4 ,000

5 ,000

6 ,000

0 1,000 2 ,000 3 ,000

水海道地点の観測流量　ｍ3／秒

石
井

地
点

の
流

量
　

ｍ
3
／

秒

石井地点（推定流量）

石井地点(観測流量）

1：1

1：２

1：1.5

（甲Ａ第２号証79頁より）
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石井地点の100年に1回の洪水流量の真値は？

z 水海道地点の観測流量で石井地点の推定流量を修正した上で、

統計確率手法で

石井地点の100年に1回の洪水ピーク流量を求めると

8,100ｍ3／秒以下

z 基本高水流量8,800ｍ3／秒は700ｍ3／秒以上過大

z 湯西川ダムの石井地点の治水効果

約480ｍ3／秒

石井地点の基本高水流量を修正すれば、湯西川ダムは不要

（甲Ａ第２号証40～41頁より）

60

鬼怒川の目標流量と現況流下能力(右岸）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

0 10 20 30 40 50 60 70 80

利根川合流点からの距離　ｋｍ

㎥／秒

現況流下能力(国交省の計算）

河川整備計画の目標流量（予定）

河川整備基本方針の計画高水流量

水
海
道

石
井

鬼怒川下流部は流下能力が不足している。

（甲Ａ第２号証80頁より）
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（国土交通省の資料）

浸透による破堤（裏法すべり破壊）

堤防決壊の危険性（１）

62（国土交通省の資料）

浸透による破堤

（パイピング破壊）

堤防決壊の危険性（２）
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鬼怒川堤防のすべり破壊とパイピング破壊の安全度(右岸）
（国交省の点検調査）

0.00

0.25

0.50

0.75

1.00

0 10 20 30 40 50 60 70 80

利根川合流点からの距離　ｋｍ

安全度

すべり破壊の安全度

パイピング破壊の安全度

水
海
道

石
井

〔注〕安全度が１を下回ると、堤防の強度が不足し、小さ

い値ほど安全度が低いことを示す。

鬼怒川中流部の堤防は洪水がきた時、浸透による破堤の恐れが
ある。 （甲Ａ第２号証81頁より）

64

利根川水系の
ダム建設と
河川改修の

事業費の推移

河川改修の予算が半減す
る一方で、八ッ場ダム、湯
西川ダム等のダム建設の
事業費は急増している。

581

490

1,051

495

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1997 1999 2001 2003 2005 2007
年度

億円

河川改修

〔注〕国土交通省の資料より作成。河川改修は直轄区間の維
持管理費を除く。

ダム建設(八ッ場ダム、湯西川ダム、
南摩ダム等）

（甲Ａ第２号証82頁より）
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湯西川ダムの治水面の問題点

z 鬼怒川の本来の治水計画は湯西川ダムなしで完結していた
にもかかわらず、湯西川ダムが挿入され、屋上屋を重ねるよ
うな治水ダムの計画になっている。

z そのために、鬼怒川の治水計画が基本的な矛盾を含むもの
になっている。

z 鬼怒川の治水計画の基本高水流量は実績流量から見て過
大に設定されているので、それを是正すれば、湯西川ダム
は不要となる。

z 鬼怒川では不要な湯西川ダムの建設に巨額の河川予算が
投じられているため、緊急を要する河川改修が後回しにされ
ている。

（甲Ａ第２号証43頁より）

66

濁流は都内へ（東京都葛飾区）

猛威をふるったカスリーン
台風（1947年9月）

八ッ場ダムが治水ダムと
して浮上 1952年
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カスリーン台風が再来したときの
八ッ場ダムの治水効果はゼロ

（国土交通省の計算）

他の洪水でも、利根川に対する八ッ場ダムの治水効果は
わずかなもの

68

八ッ場ダムの治水効果が乏しい理由

八ッ場の上流部は
雨量が少なかった。

カスリーン台風（１９４７年）の
雨量分布

（群馬県の資料より）

台風は左巻で、雨雲は南東か
ら吹付けてくるので、赤城山、
榛名山などの南面に大雨が降
り、八ッ場の奥には大して雨が
降らなかった。大台風のときは
このケースが多い。
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最近50年間で最大の

洪水（1998年9月洪

水）について計算する

と、

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

9/16 4:00 9/16 8:00 9/16 12:00 9/16 16:00 9/16 20:00 9/17 0:00

平
均
河
床
高
か
ら
の
高
さ
　
ｍ

八斗島地点の観測水位

八ッ場ダムの調節があった場合の水位

5.01ｍ

4.88ｍ

計画高水位

計画堤防高

八ッ場ダムの治水効果とは？
（利根川の治水基準点「八斗島」（伊勢崎市）の洪水位の変化）

最近50年間で最大の

洪水（1998年9月洪

水）について計算する

と、

八ッ場ダムの治水効

果を最大に見ても洪

水ピーク水位の低減

はわずか13cm（実際

は8cm程度）、そのと

きの水位は堤防天端

から４ｍも下にあった。

（国土交通省の資料より）

70

17,000

過大な基本高水流量 （治水計画の目標流量）―利根川―

利根川・八斗島地点の年最大流量の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

1941 1946 1951 1956 1961 1966 1971 1976 1981 1986 1991 1996 2001 2006

㎥／秒

カスリ-ン
台風

終戦直後の森林荒廃の時代

実際は15,000ｍ3／秒

国の計算では今、同じ雨が降ると、22,000㎥／秒 ⇒ 基本高水流量

（国土交通省の資料より）
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八ッ場ダムに対する栃木県の費用負担割合

が定められた経過

z １９８０年１２月１９日改定の利根川水系工事実施基

本計画につき、１９８１年１月２２日、建設大臣から

栃木県知事への意見照会があって負担割合１．４

４％が決定。

z ２００４年９月２８日の八ッ場ダム基本計画の第２回

変更に際し、２００３年１２月８日、国交大臣から栃

木県知事への意見照会があって、同率の負担割合

が決定。

（甲Ａ第２号証44頁より）

72

栃木県の費用負担割合１．４４％の算出の方
法

① １９４７年９月洪水（カスリーン台風洪水）を対象洪水とする。

② 新規ダムがない場合（八斗島地点最大２０，４００㎥／秒）と

新規ダムが完備した場合（１６，０００㎥／秒）のそれぞれにお

いて必要となる河川改修の事業費をいくつかの区間に分けて

計算し、その差を求める。

③ 治水地形分類図をもとに氾濫の予想される区域「河川の治水地形分類図をもとに氾濫の予想される区域「河川の計画計画

高水位高水位以下の区域」を受益区域とし以下の区域」を受益区域とし、受益を評定するための

固定資産の状況は１９７８年４月現在のものを用いて、分担率

を算定する。

④ ②と③から、都県別分担率を求める。

（甲Ａ第２号証45～46頁より）
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氾濫の予想される区域
（利根川上流ダム群建設費都県別分担比率算定資料）

（関東地方整備局の資料）

利根川利根川

（甲Ａ第２号証83頁より）

74

利根川水系利根川浸水想定区域図 2005年3月
（関東地方整備局）

利根川

利根川

（甲Ａ第２号証83頁より）
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足利・佐野市

関東地方整備局の
新しい計算結果の例１

（2009年２月）

1949年8月洪水（キティ台
風）の降雨パターンで

1／200の雨量が降った
場合の氾濫区域

（甲B第119号証より）

76

足利・佐野市

関東地方整備局の
新しい計算結果の例２

（2009年2月）

1998年9月洪水
（過去50年で最大の洪水）

の降雨パターンで
1／200の雨量が降った

場合の氾濫区域

（甲B第119号証より）
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栃木県藤岡町の浸水想定区域図
（伊藤武晴作成 2005年10月）

利根川（甲Ａ第２号証84頁より）

78

八ッ場ダムに対する栃木県の負担額
約１０億円は根拠がない

z栃木県の負担額約１０億円（負担割合１．４４％）は、
虚構の想定氾濫区域図から算出されている。

zその氾濫区域図の栃木県部分でほとんどを占めるの
は足利市と佐野市であるが、実際に利根川の氾濫が
両市に及ぶことは決してない。

z藤岡町の一部も氾濫区域も含まれているが、その面
積は両市に比べれば1／10以下であり、原告が現地を
調査した結果では、藤岡町の氾濫面積も過大である。

z少なくとも、利根川の氾濫が及ぶことのない足利市と
佐野市を除外すれば、栃木県の負担額は1億円以下
に減額される。

（甲Ａ第２号証49～50頁より）


